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　私たちは、脱施設化に関するガイドライン（案）について意見する機会を与えてくれた国連障害者権利委員会に感謝する。
　Francedisabilityは、施設収容を終わらせる立場を確認し、ガイドラインで施設収容がどのように、なぜ障害者の権利を侵害し、生活に害を及ぼすのかについて深い説明をされたことを歓迎する。
このガイドライン案をさらに発展させるために次の点が有益であると考える。
1. 「情報に基づいた方法」で表現することができないと判断された人に対する、意思や選好の表明と最善の解釈の支援に関する明確なガイドラインの必要性
　施設収容に関しては、最近の対仏審査（2021年8月）後の障害者権利委員会の総括所見で、フランスの障害者の権利に関する主要な問題の一つとして指摘されていた。委員会はおそらく、総括所見に関する公開討論もフランス当局の公式コメントもなかったという報告を受けている。フランスは、対仏審査と委員会がそもそも存在していなかったかのように振る舞った。
　このような委員会の姿勢に対して、さまざまなメディアから批判的な意見が出された。これらは主に障害者施設を運営する団体（UNAPEIなど）や保護者会から寄せられたもので、中には障害者施設をすべて閉鎖するというアイデアに非常に反感を抱く人もいた。フランスでは、地域で生活できる人は多くないので一部の人は必ず施設が必要になる、という確信が非常に強い。それは、施設収容に関わる当局や協会が採用する「インクルージョン」のレトリックと共存している。彼らの主な主張－対仏審査中に表明したものでもある－は、施設に留まるか離れるかの選択は、本人自身に委ねられるべきだというものである。時代遅れで制限の多い代理意思決定の枠組みがフランスでは実施されているため、後見人による選択が障害者の真の選択であるとみなされる。それは、フランス民法459条の2（住む場所や他人との関係の選択の規定の制定）の判例法の研究を通じて明らかになった。
　
委員会は、大多数の締約国で、法的能力が障害者の権利の中核をなす問題として残っていることを確かに認識している。ヨーロッパ諸国では特にそうであり、フランスでは極めて顕著である。収集した情報によると、完全な法的能力を持つ成人－またはそうなる要素のある－のうち、ごくわずかな割合の人だけがフランスにおける施設収容を懸念している。(主に完全な法的能力を保持する高齢者) さらには、施設を運営する協会が、「専門職後見人」を提供する協会と同じであることも多い。今日、フランスにおいて、脱施設化プロセスを効果的に開始することの主な障害は、資金やその他の手段の不足ではなく、政治的意志の欠如でもなく、代理意思決定という法的障害であることは明らかである。
　認知障害のある人の多くは、訴訟や裁判所に受け入れられるような方法で自分の選択を表現することが難しいだけでなく、どのような選択が求められているのかを理解することも難しい場合がある。一般的意見第1号では、このような場合には「最善の解釈」（一般的意見第1号　段落29）を用いるべきとしているが、それがどのようなもので、そのプロセスにどのような法的保護措置が伴うべきかは今のところ全く明らかでない。残念なことに、現在のガイドライン案では、その疑問の重要性が抜け落ちている。おそらくそれ自体、独立したガイドラインに値する課題だと思われるが、現在の草案に入っていないため、「最善の解釈」のメリットが弱くなっている。
　私たちは、障害者は「意思決定において尊重」されねばならない（§20） というガイドラインの要件が、フランスでは後見人の形態に組み込まれることを予期している。何故なら、フランスの当局と法律によれば「保護される」人は、代理意思決定から「利益を得る」（bénéficie, CC, art 459）のであり、それはフランスが考える、CRPDの12条3項と12条4項の要件に相当する。
　現在のガイドラインは、本人の意思表示や選好の「信頼性」という現行の基準の存在を変えるものではない。ましてや、現在フランスに導入されていない最良の解釈の実践と基準を導入することを可能にするような法的・社会的な足場作りを促進することもない。これらの問題が現在のガイドラインを満たすために、ある程度解決された、あるいはこれから解決されるように見せかけるのは、自己欺瞞以外の何物でもない。フランスに関しては、意志と選好の最善の解釈に関する主要な問題が、すべての緊急性と複雑性の視点から提起されない限り、現在のガイドラインは何の影響も及ぼさない恐れがある。
2.施設の閉鎖に向けた第三者による監視の即時実施
　障害者のための隔離された施設の絶対的かつ全面的な廃止は究極の目標であるが、それがすぐに実現するわけではないことを誰もが理解している。だからこそ、独立機関による監視が早急に必要であり、そうすることで、施設に留まっている人や施設を出る前の人が、非人道的で卑劣な扱いを受けることがないようにする。多くの国では、隔離された居住施設は自由を奪われる場所であると認識されており、自主管理の別形態として設置されているものもある。フランスでは全くそうではない。その結果、障害のある成人と子供、および高齢者のための施設は、地域保健機関（ARS）の管理下ではなく、これらの施設の開設に共同資金を提供し承認している同じ訴訟であり、明らかに利益相反の問題が発生している。この訴訟に対する苦情（シグナルメント* -情報）は、深刻な機能不全や不当な扱いを受けた場合に行うことができる。多くの場合、苦情はさらなる措置や調査を受けることなく放置される。
（*訳者注：人物を識別するための詳細な記述）
　このような影に隠れたところで、施設では、暴力、食事や水の欠乏、違法な隔離や拘束など、あらゆる種類の虐待が盛んに行われる。特にフランスで、リヨン近郊のデシーヌにあるMAS Michel Chapuisは、大半の時間水道やトイレが使えない状態で入所者を隔離する実践を行っている。現地のARS、検事、裁判所はすべて情報を得ているものの、法律に明確な規定がないものとして、この状況を隠蔽している。
　フランスでは2年前から施設での虐待を報告するホットラインが設置されたが、何千件もの苦情が寄せられたものの、誰も刑事捜査に踏み切らなかった。非常に深刻な機能不全に陥っているものの、施設にとって最も深刻な事態は方向転換かもしれない。フランスでは、まだ1つも施設が閉鎖されていない。

施設での虐待を追及し、排除しようとする意欲がないことは、非常に懸念される兆候である。これは、施設収容の正当化を助長し、脱施設化プロセスを根底から阻害するものである。

私たちは委員会に、独立した監視の必要性と、裁判の前段階の、独立した訴訟の助けを借りた迅速かつ明確な手続きの存在が不正を止めさせることができるという明確な記述を草案に導入することを求める。
　　　　　　　　　　　　　　（訳　2023年7月： 宮澤明音、尾上裕亮、岡本 明、佐藤久夫）
